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第 十 一 条 の 五 指 定 法 人 は 、 事 業 年 度 終 了 後 一 月 以 内 に 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 別 記 様 式 第 五 の

七 に よ る 実 施 状 況 報 告 書 を 提 出 す る も の と す る 。

一 前 年 度 の 特 定 事 業 の 実 施 状 況

二 前 年 度 の 収 支 決 算

２ 国 家 戦 略 特 別 区 域 担 当 大 臣 は 、 前 項 の 実 施 状 況 報 告 書 に 関 し 、 特 定 事 業 を 適 正 に 実 施 し て い る と

認 め る と き は 、 当 該 実 施 状 況 報 告 書 の 提 出 を 受 け た 日 か ら 原 則 と し て 一 月 以 内 に 、 指 定 法 人 に 対 し

て 、 別 記 様 式 第 五 の 八 に よ る 当 該 特 定 事 業 を 適 正 に 実 施 し て い る と 認 定 し た こ と を 証 す る 書 面 及 び

当 該 認 定 の 概 要 を 記 載 し た 書 面 を 交 付 す る も の と す る 。

３ 国 家 戦 略 特 別 区 域 担 当 大 臣 は 、 前 項 の 認 定 を し な い と き は 、 指 定 法 人 に 対 し て 、 別 記 様 式 第 五 の

九 に よ り そ の 旨 及 び そ の 理 由 を 通 知 す る も の と す る 。

第 十 二 条 （ 見 出 し を 含 む 。 ） 中 「 第 二 十 七 条 の 三 」 を 「 第 二 十 七 条 の 四 」 に 改 め る 。

第 十 三 条 （ 見 出 し を 含 む 。 ） 、 第 十 四 条 （ 見 出 し を 含 む 。 ） 及 び 第 十 五 条 第 一 項 中 「 第 二 十 七 条 の 四 」

を 「 第 二 十 七 条 の 五 」 に 改 め る 。

別 紙 様 式 第 一 の 三 中 「第27条の４ 」 を 「第27条の５ 」 に 改 め る 。

別記様式第１の５（別紙）（第３条の２関係）
事業実施計画

１．特定事業の名称
２．国家戦略特別区域法第２条第２項第１号に掲げる事業（同法第27条の規定による規制の特例措置
の適用を受けるものを除く。）のうち該当するもの（規制の特例措置の内容）
３．国家戦略特別区域法施行規則第11条の２第２号に掲げる事業のうち該当するもの
４．特定事業の内容
 概要
 活用する規制の特例措置の、当該事業における重要性
 当該事業が有する革新性

５．事業実施場所
６．国家戦略特別区域の区域外にある事業所に関する事項
 所在地
 国家戦略特別区域法施行規則第11条の３第４号に掲げる業務のうち該当するもの
７．事業実施期間及び希望する指定の有効期間
８．事業の実施に要する資金の総額及びその内訳並びにその資金の調達方法に関する計画
 計画期間全体における事業資金見込額 総計〇〇百万円
 年度別内訳
 平成〇〇年度
 事業資金見込額 小計〇〇百万円

別 記 様 式 第 一 の 四 の 次 に 次 の 三 様 式 を 加 え る 。
別記様式第１の５（第３条の２関係）

事業実施計画の提出
年 月 日

国家戦略特別区域担当大臣 殿
特定事業を実施しようとする者の名称 印

国家戦略特別区域法施行規則第３条の２第１項の規定に基づき、下記のとおり提出します。
記

１．会社の名称及び代表者の氏名
２．設立年月日及び主たる事務所の所在地
３．事業実施計画（別紙）

 ２．において、当該法人が国家戦略特別区域法施行規則第11条の２に規定する特定事業（以下単
に「特定事業」という。）を実施する法人を含む合併により設立された場合は設立の日が最も早い法
人の、設立以前から特定事業を実施していた者と実質的に同一である場合は当該実質的に同一と認
められる者の特定事業開始日を併せて記載すること。

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。

９．従業員に関する事項
 法人が常時雇用する従業員数 人
 国家戦略特別区域の区域外にある事業所において業務に従事する従業員の数 人
注１ ９．に記載した内容の事実を証する書類として、法人が常時雇用する全従業員に係る雇用契
約書及び雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）の写し又はこれらに類する書
類並びに当該従業員に係る名簿を添付すること。
２ ９．に記載した内容の事実を証する書類として、国家戦略特別区域の区域外にある事業所に
おいて常時雇用する従業員に係る雇用契約書及び雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業
主通知用）の写し又はこれらに類する書類並びに当該従業員に係る名簿を添付すること。

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
別記様式第１の６（第３条の２、第11条の４関係）

指定要件に関する宣言書
年 月 日

国家戦略特別区域担当大臣 殿
法人の名称及び代表者の氏名 印

当社は、国家戦略特別区域法施行規則第11条の３各号に掲げる要件に該当することを宣言します。

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
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